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要  約
　東京大学社会科学研究所が2007年より継続して実施してきた「働き方とライフスタイルの変化
に関する全国調査」の2021年調査を⽤いて、（1）コロナ禍前後における健康状態の変容、（2）日本
社会に対する希望の変化とその背景、（3）コロナ禍における雇用と収入、（4）家族介護の実態と影
響、という4つのテーマに関して分析をおこなった。
　それぞれの分析テーマについての知見をまとめると、（1）コロナ禍では主観的な健康状態が悪く
なっていると考えている人の比率が増えており、特に女性と低学歴者でその傾向がみられること、

（2）生活満足感がある程度高い水準で一定のまま推移している一方で、日本社会への希望は低水
準ながら変動しつつ推移していること、（3）医療従事者や介護・福祉職に従事する人は勤務日数や
労働時間が増加し、それにともない収入も増加していたのに対し、飲食業や製造業では勤務日数・
労働時間・収入が減少していること、（4）家族介護は主に女性が担っており、家族介護は就業を中
断させ健康を悪化させる可能性があること等が明らかとなった。1  　

【注：当稿は10月号前編、11月号後編として２カ月に分けて紹介する】

1　本稿は、東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ No.151『「働き
方とライフスタイルの変化に関する全国調査2021」分析結果報告：パネル調査からみる健康、意識、雇用、介
護』（2022年3月）に加筆・修正したものである。本稿は、日本学術振興会（JSPS）科学研究費補助金基盤研究（S)

（18103003, 22223005）、特別推進研究（25000001, 18H05204）の助成を受けて行った研究成果の一部である。
東京大学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっては社会科学研究所研究資金、（株）アウトソーシングから
の奨学寄付金を受けた。調査は一般社団法人中央調査社に委託して実施した。パネル調査データの使用にあたっ
ては社会科学研究所パネル調査運営委員会の許可を受けた。
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4.コロナ禍における雇用・収入に関する影響
⑴コロナ禍における雇用・収入に関する影響
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、人々
のライフスタイルを大きく変容させた。なかで
も、働き方や収入面への影響は小さくないだろ
う。感染者数の急激な増加による医療従事者の
過重労働が社会問題となり、緊急事態宣言下で
は多くの飲食店や商業施設等で臨時休業や時短
営業を強いられることになった。そのほかにも、
通勤ラッシュによる公共交通機関の混雑を避け
るため、ピーク時間帯を避けた時差通勤が推奨
されたり、人との接触を避けるために在宅勤務・
リモートワーク等を導入する企業も多くあった。
　本節では、このようなコロナ禍における人々の
働き方や収入の変化について分析する。具体的
には、①雇用や収入に関してどのような影響が
あったか、②どのような人々が勤務日数・労働時
間・収入の増加／減少を経験したのか、③どのよ
うな人々が業務内容・勤務形態・通勤方法の変
更を経験したのか、④在宅勤務・リモートワーク・
テレワークの状況の4点に着目して分析を行う。

⑵雇用や収入に関してどのような影響があったか
　東大社研パネル調査の若年・壮年パネル調査
では、2021年1 ～ 3月に実施したWave15の調
査において、新型コロナウイルス感染症に関連
して、回答者自身の雇用や収入に対しどのよう
な影響があったかを尋ねている。質問文は「新型
コロナウイルス感染症に関連して、あなた自身
について、雇用や収入に関わる影響がありまし
たか」というもので、図1にある10項目の選択肢

からあてはまるものすべてを選択してもらう形
式をとっている。
　図1は、その回答を男女別に集計したもので
ある。男性では約4割、女性では約5割が「いず
れも当てはまらない」を選択しており、雇用や収
入の側面においては、コロナ禍以前と変化して
いない人々も少なくないことがわかる。しかし、
影響があった人々の中で最も選択されているの
は男女ともに「収入が減った」であり、男性では
24.3%、女性では19.9%となっている。この結
果からは、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大によるパンデミックが人々の生活に深刻な影
響を与えている様子もうかがえる。
　男女の違いに着目してみると、「在宅勤務な
ど勤務形態の変更があった」の選択率は男性が
23.2%であるのに対し女性は13.9%と10ポイ
ント程度の差がみられる。また「時差通勤など
通勤方法の変更があった」の選択率も、男性で
15.1%、女性で8.2%と男女差が確認できる。
このような男女差が生じる背景には、男女で正
規雇用者の割合に差があることや、男女で従事
しやすい職種が異なることなどが考えられる。

⑶どのような人々が勤務日数・労働時間・収入の
　増加／減少を経験したのか
　では、こうした雇用・収入に関わる影響は、
どのような人がより受けやすいのだろうか。こ
こでは、回答者の性別、年齢、従業上の地位、
職種、配偶状況、子どもの有無に着目して、雇
用や収入に関わる影響の受けやすさに違いがあ
るかどうかを検証する2。ここでは、まず勤務日

2　年齢、従業上の地位、職種、配偶状況、子どもの有無はいずれもWave14（2020年）時点の情報を用いた。

いずれも当てはまらない
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図1　コロナ禍における雇用・収入に関する影響（男女別）
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数・労働時間・収入の増減についてみていく。
図2に、勤務日数の増減を従属変数とした多

項ロジスティック回帰分析の結果を示した3。図
の丸はそれぞれの独立変数の係数の推定値を表
し、左右のエラーバーは95％信頼区間を表して
いる。また、丸が黒く塗りつぶされている場合は、
その独立変数が5％水準で統計的に有意な効果
を持つことを意味する。
図2をみると、正規雇⽤者に比べて非正規雇

⽤者や自営業主は勤務日数が減少しやすいこと
が読み取れる。また、事務職に比べて販売職、
サービス職、生産現場・技能職は勤務日数が減
少しやすい傾向にある。一方、農林漁業は事務
職に比べて勤務日数が減少しにくいようである。
これらの結果からは、不安定な雇⽤である人や、
対面での接客や作業が必須となるような職種の
人は勤務日数が減少しやすいことがうかがえる。
　図3では、さらに詳しく職種の効果を検討す

図2　勤務日数の増減に対する独立変数の影響

子どもあり vs 子どもなし

有配偶 vs 無配偶

農林・その他 vs 事務

運輸・保安 vs 事務

生産現場・技能 vs 事務

サービス vs 事務

販売 vs 事務

専門・技術・管理 vs 事務

自営 vs 正規

非正規 vs 正規

経営 vs 正規

50-53 歳 vs 30-39 歳

40-49 歳 vs 30-39 歳

21-29 歳 vs 30-39 歳

女性 vs 男性

減少 vs 変化なし

-4 -2 0 2 -4 -2 0 2

増加 vs 変化なし

図3　勤務日数の増減に対する特定の職種の影響

子どもあり vs 子どもなし

有配偶 vs 無配偶

製造 vs その他
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介護・福祉 vs その他

医療 vs その他

自営 vs 正規

非正規 vs 正規

経営 vs 正規

50-53 歳 vs 30-39 歳
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21-29 歳 vs 30-39 歳

女性 vs 男性

減少 vs 変化なし

-2 -1 0 21 -2 -1 0 21
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3 勤務日数の増減の定義は、先述の質問項目において、「勤務日数が減った」を選択している場合に1（＝減少）、「勤
務日数が増えた」を選択している場合に3（＝増加）、いずれも選択していない場合は変化なしと考えて2の値を割り
当てた。「勤務日数が減った」と「勤務日数が増えた」のいずれも選択している場合は増加を優先させて3の値を割り
当てた。基準カテゴリは2の変化なしとした。後述する労働時間の増減、収入の増減という変数の定義も同様である。
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るため、医療、介護・福祉、保育・教育、飲食、
運送、製造の6つの職種とそれ以外を比較した。
その結果、製造業や飲食業に従事している人は
勤務日数が減少しやすいこと、医療従事者や介
護・福祉職に従事している人は勤務日数が減少
しにくく増加しやすいことが示された。この背
景には、製造業や飲食業では在宅勤務などへの
シフトが難しいことや、緊急事態宣言下に飲食
店に対し営業自粛・時短営業が要請されたこと
などがあるだろう。また、感染拡大による医療
や介護の現場への影響も反映した結果といえる。
　次に、図4には労働時間の増減を従属変数と
した多項ロジスティック回帰分析の結果を示し

た。図4の結果からは、男性に比べて女性、子
どものいない人に比べている人は労働時間が減
少しにくいことがわかる。また、30代に比べて
50代、事務職に比べて販売職、サービス職、生
産現場・技術職、無配偶者に比べて有配偶者は
労働時間が減少しやすいこと、正規雇⽤者に比
べて非正規雇⽤者は労働時間が増加しにくいこ
とも示された。
　詳しい職種の効果を検討した図5では、図3と
同様に、製造業や飲食業で労働時間が減少しや
すく、医療や介護の職種では労働時間が増加し
やすいという結果が得られた。また、図5では
女性や有配偶者の効果が統計的に有意ではなく

図4　労働時間の増減に対する独立変数の影響
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図5　労働時間の増減に対する特定の職種の影響
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なっていることから、女性であることや有配偶
者であること自体が直接的に労働時間の減少に
影響するわけではなく、女性や有配偶者が従事
しやすい職種が労働時間の減少に影響を及ぼし
ていることが考えられる。
　続いて、収入の増減を従属変数とした多項ロ
ジスティック回帰分析の結果を図6に示した。こ
の結果からは、正規雇⽤者に比べて自営業主は、
収入の減少も増加もしやすい傾向にあることが
わかる。また、事務職に比べて販売職、サービ
ス職、生産現場・技能職、運輸・保安職は収入
が減少しやすいようである。販売職、サービス
職、生産現場・技能職は図2や図4の分析で勤

務日数や労働時間が減少しやすい傾向が確認さ
れており、それにともなって収入も減少しやす
い傾向にあるのだろう。一方、運輸・保安職で
は勤務日数や労働時間への影響はみられなかっ
たが、収入は減少しやすいという結果が得られ
た。運輸・保安職の中でもとりわけタクシーや
バス、電車、飛行機などの旅客運送業では、外
出自粛による利⽤客の減少が収入の減少につな
がっていると考えられる。
　より詳しい職種の影響について、図7をみてみ
ると、医療従事者は収入が増加しやすく、介護・
福祉や保育・教育の職種でも収入が減少しにくい
という傾向が確認できる。一方、飲食や運送、製

図6　収入の増減に対する独立変数の影響
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有配偶 vs 無配偶

農林・その他 vs 事務

運輸・保安 vs 事務
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販売 vs 事務

専門・技術・管理 vs 事務

自営 vs 正規

非正規 vs 正規

経営 vs 正規
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図7　収入の増減に対する特定の職種の影響
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運送 vs その他

飲食 vs その他

保育・教育 vs その他
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増加 vs 変化なし
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造では収入が減少しやすい。ここでも、勤務日数
や労働時間の増加／減少との関連がうかがえる。

⑷どのような人が業務内容・勤務形態・通勤
　方法の変更を経験したのか
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長引
く中で、これまでと業務内容が変わったり、在
宅勤務や時差通勤のような勤務形態、通勤方法
の変化を経験している人も少なくない。冒頭に

示した図1では、業務内容の変更があった人は
男女ともに15%程度、勤務形態の変更があった
人は男性で約25%、女性で約15%、通勤方法の
変更があった人は男性で15%、女性で約10%と
いう結果が得られていた。こうした働き方の変
化は、どのような人々の間で生じやすい、ある
いは生じにくいのだろうか。
図8の左に示したのは、業務内容の変更があっ

たか否かを従属変数とした二項ロジスティック

図8　業務内容の変更・勤務形態の変更・通勤方法の変更に対する独立変数の影響
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業務内容の変更 勤務形態の変更 通勤方法の変更
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図9　業務内容の変更・勤務形態の変更・通勤方法の変更に対する特定の職種の影響
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回帰分析の結果である。同じく図8の中央には
勤務形態の変更を従属変数とした結果、右には
通勤方法の変更を従属変数とした結果を示した。
図8をみると、まず業務内容の変更については、
事務職に比べて運輸・保安職、サービス職、専門・
技術・管理職で起こりやすいという結果が示さ
れた。勤務形態の変更と通勤方法の変更につい
ては、男性に比べて女性、正規雇用者に比べて
経営者、非正規雇用者、自営業主、事務職に比
べてそれ以外の職、子どものいない人に比べて
いる人は経験していない傾向にある。
　図9では、図8と同じ3つの従属変数に対する
詳しい職種の効果を検討した。業務内容の変更
は、医療、介護・福祉、保育・教育、飲食で生
じやすく、製造では生じにくい。また、独立変
数に投入した職種のいずれも、勤務形態の変更
や通勤方法の変更は起こりにくいということが
示された。
　デスクワークが多い事務職は、在宅勤務への
切り替えや時差通勤など比較的柔軟な対応が可
能であることが推測されるが、対面での業務が
欠かせないような仕事の場合はそのような対応
が難しく、感染リスクに晒されながら働かざる
を得ない状況になるのではないだろうか。また、
こうした職種の違いによる影響を考慮しても、
正規雇用者と非正規雇用者、自営業主の間には、
勤務形態の変更や通勤方法の変更があったかど
うかに有意な差があることも明らかとなった。

⑸コロナ禍における在宅勤務等の状況
　東大社研パネル調査の若年・壮年パネル調査
では、Wave15（2021年）の調査で、回答者自身
の在宅勤務・リモートワーク・テレワークの状
況について尋ねている。具体的には、在宅勤務
等が認められているか否かと、認められている
場合は在宅勤務等の頻度を「週5日以上」「週3
～ 4日」「週1 ～ 2日」「在宅勤務・リモートワー
ク・テレワークはしていない」の4つの選択肢か
ら選択してもらうものである。この質問項目を
用いて、新型コロナウイルス感染症により勤務
形態に変更があった人の在宅勤務等の状況につ
いてみてみよう。
　図10は、在宅勤務が認められていると回答し
た人の割合である。新型コロナウイルス感染症
により勤務形態に変更があった人のうち、在宅
勤務が認められている人は8割以上であること

がわかる。
　次に図11には、在宅勤務が認められている場
合、実際にどの程度在宅勤務をしているかにつ
いての回答である。新型コロナウイルス感染症
により勤務形態に変更があった人の回答で最も
多いのは「週1 ～ 2日」であり、3割程度を占めて
いる。「週3 ～ 4日」「週5日以上」はそれぞれ2
割程度であり、在宅勤務が認められている場合、
7割以上が実際に在宅勤務をしている状況が読み
取れる。しかし、認められているにもかかわらず、
在宅勤務をしていないという人も3割弱存在して
いる。業務の都合上、出勤せざるを得ないとい
うことや、制度上は認められていても、自宅の
環境や勤務先の雰囲気などから実際には在宅勤
務ができる状況にないことなどが考えられる。
　最後に、新型コロナウイルス感染症により勤
務形態に変更があった人のうち、在宅勤務が認
められている人の割合を従業上の地位別に示し
たのが図12である。経営者や自営業主では在宅
勤務が認められている人の割合は9割を超えて
おり、比較的フレキシブルな対応が可能である

0 20 40 60 80 100

就業者全体

コロナで勤務形態変更

図10　在宅勤務・リモートワーク・テレワークが
認められている人の割合

（%）
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図11　在宅勤務・リモートワーク・テレワークの日数
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図12　従業上の地位別にみた在宅勤務が
認められている人の割合
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ことがわかる。また正規雇用者も86.1%と多く
の人々が認められている一方で、非正規雇用者
は66.7%と他に比べて突出して低い割合となっ
ている。新型コロナウイルス感染症の収束の見
通しが立たない中では、在宅勤務や時差通勤な
どのように感染対策を講じながらも継続して働
くための柔軟な対応が求められるが、その対象
の外に置かれてしまう層が一定数存在している
ことが示唆される。

⑹小括
　本節では、新型コロナウイルス感染症による、
人々の働き方や収入面への影響について分析を
おこなった。分析の結果、雇用や収入に関する
影響を受けていないという回答が最も多い一方
で、影響を受けた人々の中では「収入が減った」
という回答が最も多く、新型コロナウイルス感
染症のパンデミックが人々の生活に深刻な影響
を与えている様子もうかがえた。
　どのような人々が雇用や収入に関する影響を
より受けやすいのかという点についての分析で
は、医療従事者や介護・福祉職の人々の労働時
間の増加や、飲食業、製造業、運送業に従事す
る人々の間で労働時間の減少や収入の低下が起
きていることなど、メディア等でも度々取り沙
汰されている問題が東大社研パネル調査のデー
タにおいても確認された。
　また、被雇用者の中でも正規雇用者と非正規
雇用者では影響の受け方が大きく異なっている
ことも明らかになった。正規雇用者よりも非正
規雇用者は、労働時間が減少しやすい傾向にあ
り、在宅勤務などの勤務形態の変更や時差通勤
などの通勤方法の変更も経験していない傾向に
あった。このような傾向は、職種の違いや性別、
年齢、婚姻状態、子どもがいるかどうかといっ
た関連する要因をコントロールしてもみられた。
非正規雇用者は、さまざまな側面で正規雇用者
よりも不利な立場に置かれやすいことが知られ
ているが、コロナ禍においてその格差がより顕
著にあらわれている可能性がある。
　本稿の分析結果からは、雇用・収入面では影
響を受けていない人がマジョリティではあった
ものの、影響を受けた人は過重労働や収入の低
下など深刻な問題を抱えている可能性が指摘で
きる。今後は、影響を受けたかどうかだけでは
なく、具体的にどの程度労働時間や収入が変化

したのかなど、人々が受けるインパクトの大き
さについても詳しく分析する必要があるだろう。

（俣野 美咲）

5.家族介護の実態と影響
⑴はじめに
　2000年に介護保険制度が創設されて以降、介
護のあり方は大きく変化した。厚生労働省「介護
保険事業報告」の2000年と2017年調査によれば、
介護保険創設後の17年で、居宅サービス利用者
は約3.8倍、施設サービス利用者は約1.8倍に増
えている。介護保険制度以前の主な介護提供主
体は家族であったが、介護保険制度以降は、主
な介護提供主体は家族および非家族（公的介護
サービスなど）になりつつあるということだ。こ
の変化は、主に公的介護サービス利用の拡大に
よってもたらされたと考えられる。しかしなが
ら、非家族によって提供される介護サービスが、
家族介護を完全に代替するケースは稀である。
介護が必要になった場合には、公的介護サービ
スを利用しながら、在宅や施設で家族介護を継
続することが多いからである。内閣府が2017年
に実施した「高齢者の健康に関する調査」による
と、「介護が必要になった時に誰に依頼したいか」
という質問に対して、男性では72.8%が、女性
では56.8%が家族に依頼したいと回答しており、
要介護者が家族による介護を希望していること
も確認できる。この点を踏まえると、持続可能
な介護提供体制を設計する前段階として、家族
介護の状況とその影響を丁寧に把握する必要が
ある。こうした背景のもと、本稿では、「東大社
研パネル調査」の「継続・追加サンプル」を用い
て、以下の3点を明らかにする。第1に、家族介
護を提供しているのは誰なのかについて、性別・
世代別・配偶者の有無別に集計する。基礎的な
属性に基づいた集計をすることで、介護者がど
の程度いるのか、また時系列でどの程度変化す
るのかを明らかにすることが目的である。第2
に、家族介護をすると介護者の就業にどのよう
な影響を与えるのかを明らかにする。昨今では、
介護を理由とした介護離職が問題となっている。
本稿では、介護離職がどの程度生じているのか
を定量的に明らかにする。第3に、家族介護は
時に介護者の健康に影響を与えることが知られ
ている。例えば、家族介護が介護者の健康に負
の影響を与えることがある。本稿では、家族介
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護が主観的健康およびメンタルヘルスにどのよ
うな影響を与えるのかを明らかにする。

⑵誰が家族介護をしているのか
　本節では、誰が介護をしているのかについて、
性別・世代別・配偶者の有無別に集計をおこな
う。世代については、東大社研パネル調査にお
ける若年世代（調査開始の2007年時点で35歳未
満）と壮年世代（調査開始の2007年時点で35歳
以上）に分類する。また家族介護の有無について
は、仕事以外で現在介護をしている場合に、家
族介護者としてコーディングしている。図13が
集計の結果である。図13からは、以下の5点が
分かる。第1に、2021年では、壮年調査世代女
性で約16%、壮年調査世代男性で約4.8%、若
年調査世代女性で約5.4%、若年調査世代男性
で約3.3%が家族介護をしている。第2に、対象
者の年齢（調査年）を重ねるごとに介護者の割合
は増加傾向にある。ただし、2021年については、
とりわけ女性・壮年世代において値が前年に比
べて低下しており、コロナ禍において対面が制
限され介護が困難な状況も推測される。第3に、
男性よりも女性の方が介護者の割合が高く、介
護というケア役割についても女性が中心に担っ
ていることがわかる。第4に、配偶者の有無で
介護者になるか否かが異なるのは男性において
顕著である。換言すれば、男性は配偶者がいる
場合には介護の役割を妻が担っている一方で、
女性の場合には配偶者の有無にかかわらず介護
の役割を担っている。第5に、壮年世代は若年
世代に比べて介護者の割合が高い。これは、壮

年世代の方が親の年齢も高く、介護を必要とす
る者が身近に増えるためだと考えられる。

⑶家族介護をすると就業にどのような影響を
　与えるのか
　厚生労働省「平成29年雇用動向調査」によれば、
平成29年の常用労働離職者735万人のうち、「個
人的理由による離職」は74.7%を占めており、「介
護・看護」による離職は1.2%となっている。平
成25年に取りまとめられた「社会保障制度改革
国民会議報告書」には、「今後、要介護者が急増
する中、親などの介護を理由として離職する人々
が大幅に増加する懸念がある」との記述があり、
これからの日本社会において介護と就業の両立
を支援する制度設計は喫緊の課題である。ここ
では、家族介護をすると就業（就業の有無と労働
時間）にどのような影響を与えるのかについて、
男女別に分析をおこなう。用いるデータは図13
と同様に、8年分の東大社研パネル若年・壮年
調査データである。ここでは、家族介護をして
いない状態からする状態になると、就業にどの
ような影響を与えるのかを確認するため、時点
と個体の固定効果モデルによって推定をおこな
う。結果変数と処置変数の他の調整変数は、年齢、
婚姻状況、子どもの有無、主観的健康、メンタ
ルヘルスである。固定効果モデルによる推定結
果が図14である。
 　図14の分析結果からは、女性においてのみ
家族介護が就業に影響を与えていることが確認
できる。具体的には、家族介護をすると就業確
率が平均で5%低くなり、労働時間（月）が平均

図13　性別・世代別・配偶者の有無別にみた介護者の割合
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で5時間短くなる。男性についてこうした関連は
確認できなかった。なぜ女性においてのみ家族
介護は就業を抑制し、労働時間を短くするのだ
ろうか。今回の分析では、介護の有無を変数と
して用いており、どのような介護をしているの
か、どの程度介護をしているのかを考慮してい
ない。したがって、介護の内容や時間が男女で
異なるために、女性においてのみ負の関連がみ
られたことは否定できない。

⑷家族介護をすると健康にどのような影響を
　与えるのか
　最後に、家族介護をすると健康（主観的健康
とメンタルヘルス）にどのような影響を与えるの
かについて、男女別に分析をおこなう。近年で
は、「介護疲れ」「介護うつ」が報道されることが
多く、長期間および長期間の介護が健康に与え
る様々な側面が問題視されている。以下では、
介護と健康の関連についての分析結果を紹介す
る。介護については、これまでと同様の変数を
用いる。健康については、主観的健康（self-rated 
heal th）を変数として用いる。。東大社研パネル
調査」における主観的健康（self-rated health）と
は、「あなたは、自分の健康状態についてどのよ
うにお感じですか」という質問に対して、「１：
とても良い」「2：まあ良い」「3：普通」「4：あま
り良くない」「5：悪い」の選択肢で測定される。
解釈をわかりやすくするために、値が高くなる

ほど健康状態が良くなるよう値を反転して分析
をおこなった。メンタルヘルスの指標としては、
MHI-5（Mental Health Inventory 5）を用いる。
MHI-5は、過去1 ヶ月間で「かなり神経質であっ
た」「どうにもならないくらい気分が落ち込んで
いたこと」「落ち着いておだやかな気分であった
こと」「落ち込んで、憂鬱な気分であったこと」

「楽しい気分であったこと」の５項目について尋
ねている。回答選択肢は、それぞれの項目につ
いて「1：いつもあった」から「5：まったくなかっ
た」の5 件法で測定される。分析では、これらの
５項目について単純加算し、値が高くなるほど
メンタルヘルスが良くなるよう値を変換してい
る。図14と同様に、家族介護をしていない状態
からする状態になると、健康にどのような影響
を与えるのかを確認するため、時点と個体の固
定効果モデルによって推定をおこなう。結果変
数と処置変数の他の調整変数は、年齢、婚姻状況、
子どもの有無、就業の有無である。固定効果モ
デルによる推定結果が図15である。
　図15の分析結果からは、女性においてのみ家
族介護が健康に影響を与えていることが確認で
きる。具体的には、家族介護をするとメンタル
ヘルスが平均で0.4ポイント低くなる。なお男性
についてこうした関連は確認できなかった。家
族介護と就業の分析と同様に、今回の分析では、
介護の有無を変数として用いているため、介護
の質と量を考慮していない。

図14　固定効果モデルによる家族介護が就業の有無
および労働時間に与える影響の推定結果
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図15　固定効果モデルによる家族介護が主観的健康
およびメンタルヘルスに与える影響の推定結果
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⑸おわりに
　本節では、同一個人を複数時点にわたって調
査した「東大社研パネル調査」データを用いて、

（1）家族介護をしているのは誰なのか、（2）家族
介護をすると介護者の就業にどのような影響を
与えるのか、（3）家族介護が主観的健康および
メンタルヘルスにどのような影響を与えるのか、
の3点について分析をおこなった。
　（1）については、以下の5点が明らかになった。
第1に、2021年では、壮年調査世代女性で約
16%、壮年調査世代男性で約4.8%、若年調査
世代女性で約5.4%、若年調査世代男性で約3.3%
が家族介護をしている。第2に、対象者の年齢（調
査年）を重ねるごとに介護者の割合は増加傾向に
ある。ただし、2021年については、とりわけ女
性・壮年世代において値が前年に比べて低下し
ており、コロナ禍において対面が制限され介護
が困難な状況も推測される。第3に、男性より
も女性の方が介護者の割合が高く、介護という
ケア役割についても女性が中心に担っているこ
とがわかる。第4に、配偶者の有無で介護者に
なるか否かが異なるのは男性において顕著であ
る。第5に、壮年世代は若年世代に比べて介護
者の割合が高い。（2）については、女性におい
てのみ、家族介護に直面すると就業を中断する
および労働時間を短くする傾向があることが明
らかとなった。（3）については、家族介護と主観
的健康の間に関連はみられなかったものの、メ
ンタルヘルスについては女性においてのみ負の
関連を確認した。長時間および長期の介護につ
いては、身体的健康にも大きな影響を及ぼしう
るが、介護の期間や対象を考慮しない場合には、
介護はまずメンタルヘルスに影響を及ぼす可能
性が指摘できる。また、本分析結果を踏まえて
も、男女では家族介護による異なるストレスを
経験することが示唆される（Zwar et al. 2020）。
したがって、家族介護の影響を明らかにする際
には、ジェンダーを考慮に入れるべきである。
　日本において、介護の可視化および社会化が
進展する契機となったのは、2000年に導入され
た介護保険制度の創設である。本稿では、「東大
社研パネル調査」を用いて、家族介護の実態とそ
の影響に着目した。分析結果からは、介護保険
制度創設以降においても、女性は男性に比べて
介護をしており、また様々な指標において介護
の影響を受けやすいことが明らかとなった。「介

護の社会化」が掲げられる以前のジェンダー規範
は、介護において依然として続いていると考え
られる。

引用文献
Zwar, L . , H.H. Kön ig , & A. Ha jek , 2020 , 
“Psychosocial Consequences of Transitioning 
into Informal Caregiving in Male and Female 
Caregivers: Findings from a Population-based 
Panel Study,” Social Science and Medicine 
264: 113281.

6.おわりに
　本稿は、東京大学社会科学研究所が2007年
から継続して実施している「働き方とライフスタ
イルの変化に関する全国調査」の2021年調査か
ら明らかになってきた現代日本の姿を以下の4つ
のトピックに関して分析した。（1）コロナ禍前後
における健康状態の変容、（2）日本社会に対す
る希望の変化とその背景、（3）コロナ禍における
雇用と収入、（4）家族介護の実態と影響、である。
　分析結果をまとめると、（1）コロナ禍では主
観的な健康状態が悪くなっていると考えている
人の比率が増えており、特に女性と低学歴者で
その傾向がみられること、（2）生活満足感があ
る程度高い水準で一定のまま推移している一方
で、日本社会への希望は低水準ながら変動しつ
つ推移していること、（3）医療従事者や介護・
福祉職に従事する人は勤務日数や労働時間が増
加し、それにともない収入も増加していたのに
対し、飲食業や製造業では勤務日数・労働時間・
収入が減少していること、（4）家族介護は主に
女性が担っており、家族介護は就業を中断させ
健康を悪化させる可能性があること等が明らか
となった。
　コロナ禍の前後の状況を考慮しながら、人々
の働き方、収入、健康、介護、そして意識がど
のように変貌してきたのか、あるいは変化は見
られないのか、について調査データに基づき考
察したものである。2022年調査は完了し、2023
年にも調査を予定しているので、コロナ禍と人々
のライフコースの長期的な関連について今後も
慎重に検証していく。　　　　　　　 （石田 浩）
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10月の時事世論調査
10月の時事世論調査によると、

岸田内閣の支持率は27.4％で前
月から4.9ポイント減少した。菅
内閣の最低値だった29.0％（2021
年8月）も下回った。不支持率は
3.0ポイント増の43.0％で、２カ
月続けて支持率を上回った。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として10月7日
から10日に実施、有効回収（率）
は1,266（63.3％）だった。

この時期の国内の動きは、
高齢者就業者、過去最高：総

務省が「敬老の日」前にまとめた
2021年65歳以上の高齢人口は、
前年より６万人増えて3627万人
となった。65歳以上の就業者数
は909万人で、高齢人口に占め
る就業者の割合は25.1%、65 ～
69歳での割合は50.3%となり初
めて５割を超えた（9月18日）。
両陛下、英国葬参列：天皇、

皇后両陛下は、英国ロンドンの
ウェストミンスター寺院で執り
行われた英女王エリザベス２世
の国葬に参列された（9月19日）。
政府・日銀が為替介入：政府・

日本銀行は、円安ドル高に歯止
めをかける狙いで、ドル売り円
買いの市場介入を24年３カ月ぶ
りに実施した。介入を受け、東
京市場の円相場は一時、介入直
前の水準から３円近く上昇した

（9月22日）。
西九州新幹線、開業：長崎県

と佐賀県を結ぶ西九州新幹線（武
雄温泉―長崎）が部分開通した。
区間距離は約66キロメートル、
乗車時間約30分と全国の新幹線
の中で最短（9月23日）。
安倍晋三元首相、国葬：安倍

周年を迎えた。岸田文雄首相と習
近平（シー・ジンピン）国家主席
は祝電によるメッセージを交換し
た。両国の首脳会談は2019年12
月以来開かれていない（9月26日）。
クリミア半島の橋、爆発：ロシ

アが2014年に併合したクリミア
半島東部とロシア本土を結ぶク
リミア橋で爆発が発生、橋の一
部が崩落した。トラックが爆発し、
燃料を積んだ貨物列車に引火し
て激しく炎上した（10月8日）。

政党支持率　自民党の支持率
は前月から1.1ポイント増加して
23.5％だった。以下、立憲民主
党は0.4ポイント減の3.6％、日
本維新の会は0.6ポイント増の
4.0％、公明党は0.5ポイント減
の2.9％、共産党は0.4ポイント
減の1.9%、国民民主党は0.2ポ
イント減の1.1％だった。支持政
党なしは0.2ポイント減少して
58.9％だった。

国民の景気感　「良くなった」
は前月と同率の3.8％、「悪くなっ
た」は0.1ポイント増の59.0％
だった。時事世論景気指数は前
月から１ポイント減少して９と
なった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から
1.6ポイント増の4.1％、「苦しく
なった」も1.8ポイント増加して
37.4％となった。

晋三元首相の国葬が、東京都千
代田区の日本武道館で執り行わ
れた。首相経験者の国葬は1967
年の吉田茂氏以来55年ぶり。海
外からはハリス米副大統領、イ
ンドのモディ首相など元職を含
めて50人前後の首脳級が参列し
た（9月27日）。
村上選手、史上最年少の三冠

王：ヤクルトスワローズの村上
宗隆選手（22）が、打率、本塁打、
打点と打撃部門の主要タイトル
を獲得しプロ野球歴代８人目の

「三冠王」に輝いた。22歳での三
冠王は史上最年少。この日は王
貞治氏の記録を58年ぶりに更新
する56号の日本選手最多本塁打
も放った（10月3日）。

国外では、
映画監督ゴダール氏死去：「勝

手にしやがれ」などの作品で映
画運動「ヌーベルバーグ（新しい
波）」を主導したフランス映画界
の巨匠ジャンリュック・ゴダー
ル監督が死去した。91歳だった。
スイスにある自宅で自殺ほう助
を受けた（9月13日）。
「オペラ座の怪人」閉幕へ：米

ニューヨークのブロードウェーを
代表するミュージカルの名作「オ
ペラ座の怪人」が、来年２月で終
演することがわかった。1988年
の初演から史上最長のロングラ
ンが続いていた（9月17日）。
国連総会開幕：193カ国が加

盟する第77期国連総会の一般討
論演説が、ニューヨークの国連
本部で始まった。新型コロナウ
イルスの感染拡大後はオンライ
ンが中心だったが、３年ぶりに
対面形式での開催が復活する（9
月20日）。
イタリア総選挙、右翼政党が
勝利：イタリア上下院の総選挙
は、極右「イタリアの同胞（FDI）」
を中心とした右派連合が下院、
上院とも過半数を制した。政党
別ではFDIが両院で約26％の票
を獲得し、第１党になった（9月
26日）。
日中国交正常化50年：日中両

国は1972年の国交正常化から50

◇  告　知　板
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